
小年寺集･産業用受変電設備

産業用 変電設 の保護方式
Protection Equipment forlndustrialSubstations

一般産業設備における受変電保護方式の其本は･生産設備動力源としての電力系

統への依存度の高さにも関連し,主回路機旨旨や保護継電器個々の高信績姥化追求の

もと,事故の波及を極限に抑える,いわば事故極限化指向のもと進歩改良が加えら

れ,ほぼ確立されたと言える｡

一方,今Hグ)大容量′受変電設備においては事放極限化の保護方式に加えて,′受変

電設備を生産システムの一一貫としてとらえ,事故時システムの機能を最大l朋米続さ

せるため,電源である′受変電設備を監札保護する機能を要求されるケ∽スが多く,

これらを負荷選択しゃ断装置として開発,納入してきた｡本稿は,二れら電源保護

方式の考え九 及び受変電保護方式の基本について述べるD

山 諸 富

産業用′受変電設備のイ米護方式は,設備の生産対象や形態に

もよるがその基本方式は次の2項目に分類される｡

(1)設備システムとしてのそ変電設備電源保護方式

(2)受電点及び受電点以降の短絡･地絡保護方式

これに加えて受電点以降,構内側系統における地絡保■穫方

式は,電力系統との関連が変圧器バンクにより分錐されるこ

とにより独自の方式をとる｡すなわち,非接地系10A(15A)

接地系,100A接地系などが用いられており,その適用+∴の留

意点について述べる｡

回 受変電設備電源保護方式

2.1電源保護方式の考え方

受変電設備において′受電のほかに,これと並列運転を行な

う自家発電設備などをもつ場合において,これらの′受電停止

又は発電機停止は健全電源への影響が大きく,仝停電事故へ

と拡大する危険性を多く含んでし-る｡この場合,健全電源を

保護するいわゆる電源保護方式は,健全電源継続運転可能最
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人負荷を残し,プラントの生産システム上決定される非二窮要

員荷を選択しゃ断する負荷選択しゃ断方式となる｡

負荷選択しゃ断方式には稗々の方法が行なわれているが,

独立した保避システムにより嵐臥蟹沢しゃ断を行なうことが

最も好ましい｡

2.2 負荷選択しゃ断装置(1)

これら健全電源保護方式としての負荷選択しゃ断装置(日‾1エ

SUPER,TRIP25)について,図1に示す系統例で説H月する0

上な入力情報として,受電電九 発電電力及び被選択しゃ

断負荷の電力をアナログ量にて取-)込む｡本系統での′i電源停

IL事故としては,′受･副手+_卜と自家発一電停_lLがあり図2に本装

置のシステム構成を示す｡

2.3 受電停止

この場合,度電にて分村している負荷がすべて自家発電に

かかり,一般的に発電機過負荷耐量は時間的,谷二削勺に抑空

が少なく,過負荷分は瞬時にしゃ断する必要がある｡,しゃ断

する過負荷分は,次のアナログ横算により事前決定される｡

受電電力

図l 複数電源をもつ受変電設備 受電のほか,ニれと並列運転する自家発電機をもつ複数電源の受電

設備例を示す｡

*

日立製作所大みか工場

注:T=変圧器

DS=断路器

CB=Lや断路

CT=電流変成器

PTニ=電圧変成器

P/V=電力ーー電圧変換器

F=フィーダ

G=発電機

F./V=周波数電圧変換器
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図2 システム構成図
一時記憶回路に重化し･片側記憶回路の記憶更新中は,他方の記憶回路の内容
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メモリ1,2に記憶されている最適しゃ断負荷量

3分周期にてメモリ

Gl～花弁担可能最大負荷

2の記憶が更新される｡

瞬時しゃ断負荷量
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受電停止後プラント負荷

受電停止

図3 受電停止の保護動作 受電停止の場合は,メモリl,又はメモ

リ2いずれかの記憶がしゃ断指令となり,自家発電機を保護する｡
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z=1

P:′受電電力

(1)

g～:発電機出力

α吉:発電機過負荷淀数

J才:被i選択

上記の不等式が成立するまで被選択しゃ断負荷電力を加算

演算し･不等式成立時点で加算フィーダをしゃ断負荷として

図2の一一時記憶回路メモリ1,メモリ2に記憶させ,′受電停

止時瞬時にしゃ断するものである｡図3,4はこの保護動作

例であー),メモリ1,メモリ2は3分同期程度で交互にその

記憶を更新することにより,実用上問題のない最適Lや断と

することができる0発電機過負係数αgは,発電機形式及び負

荷状態により異なるため,その設定には発電機安定度上注意

が必要である｡

2･4 発電機停止の保護動作

この場合は,受電側過負荷に対Lて被選択しゃ断フィーダ

をしゃ断するが,過負荷耐量は受電側保護継電器の過負荷応

動も含め,時間的,量的に裕唐があI)次式により発電機停止

後,負荷選択しゃ断を行なう｡

』Pc≦p-P‥…･･‥

』Pc:′受電過負荷量

p:′受電使用電力
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図4 選択Lや断の演算 実際の負荷に対する最適演算の実例を示す｡

P:隻電供給可能電力

』Pc>0で順次負荷しゃ断を行ない,(2)式の成_立二でしゃ断

停l上する｡

8 受電点及び受電点以降の短絡･地絡保護方式

受変電設備における事故の大半は短絡,地絡であり,その

保言隻方式も過電流及び地絡過電流継電方式が主体となり,適

用上の問題はその時限協調となる｡

上位系統である電力会社は,電源系統への影響,他需要家

への波及を最小限にする意味から,各需要家受電点継電器の

磐定を表1の範囲とするよう指示Lている｡

3.1短絡時限協調

構内系統は表1に示された値を最長の時限として,各点の

短絡電流に対しシリーズしゃ断に至らぬ時限だけ短縮し,怒

定低を決定する0実務-Lは負荷最末端から順次上位区間の時

限を設定し,受電点での値を突き合わせ帽正し決定する｡こ

の場合,繁定時限の-一般的決定は次式により行なわれる｡

保護機器の過電流短時間耐量時限>月氾=月乃.1＋S‥(3)

5=β州＋0乃＋α≧0･35～0.4‥‥･‥‥‥…‥
=･(4)

付し･月門:上位より第九区間継電器の動作時間

月〃＋1:第乃十1区間継電器の動作時間

S:区間の継電器動作時限整定芹



β桝1:第れ＋1区間しゃ断器のしゃ断時間

0γl:第れ区間継電器の慣作動作時間

α:余裕時間(0.05秒を考える)

(3)式の成立が難しい場合は,瞬時要素付誘導形,高速度形､

あるいは区間保護継電装置である表示線継電器,母線保護継

電器を才采用し,区間故障の高速除去を行ない成立を図る必要

がある｡

(4)式についてはβ桝1を5サイクルとし0.1秒,慣性動作時間

0れを0.2秒とし,穀低やむを得ない場合は0.35秒の時限差を考

え,一般的には0.4秒を採用する｡

3.2 地絡時限協調

表1の地絡継電器の整走は電力系続から見た場合,需要家

受電点が最末端であるとしたものであり,事実,構内側は変

圧器バンクにより零相回路が分離されるため,この値がその

まま採用される｡変圧器バンクニ次については,これと同様

産業用受変電設備の保護方式 579

な考えを取り最末端を表1と同じ整定とし,以-1丁これと協調

をとる｡但し,変圧器バンクにより接地系統が分離されたこと

により,その時限協調は短絡の場合に比べ容易な場合が多い0

日 構内系統の決定とその保護方式

受変電設備における構内系統の構成は,その生産対象によ

り独自の形態を取るものも多いが,系統電圧による影響が大

きい｡この場合の保護方式も,短絡･地終保護方式が主体で

あり,短絡については前述の考え方を延長したものとなる0

地絡保護方式では,構内系統電圧が特別高圧の場合は100A

以上の抵抗接地方式が,高圧の場合は非接地方式,又ほ10A,

15A接地方式及び100A接地方式がとられる｡図5はこれらの

方式を単線接続図にて示したものであり,方式決定上の留意

点を次に述べる｡

表l 受電点継電器整定借 系統側の電力会社は,需要家受電点の継電器整定を決めている｡

用 途 継 電 器 の 種 禁頁

整 正 価

備 考

要 素 動 作 電 流 値 限 時 値

朱夏絡保護
瞬時要素付過電流継電器又は高速度

過電)充継電器＋限時過電;充継電器

日舜 時 変圧器二二欠短絡電流の150%

限 時 契約最大電力の150---170%*
変圧器二次短絡時にロ.6

秒以下

*電力会社によっては,設備容量を基準に

するところもある｡

地緒保護 地絡過電流継電器 完全地緒時地終電流の30%** 完全地絡時に0.2秒以下
**変流器の特性差などにより誤動作しない

範囲で,できるだけ小さいことが望まLい｡
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(d)100A接地系地絡保護方式(例2)

区15 地絡保護方式 非接地から100A接地までの地絡保護方式を,単線接続図で示す｡

35

CLR抵抗値例

電圧 10A系統

6,6kV 0.9559

33kV 1.91S之

注:T=変圧器

CB=Lや断器

GPTこ=接地形計器用変圧器

CLR二電流制限抵抗器

ZCT=零相変圧器

GT=接地変圧器

NGR=中性点接地抵抗器
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図6
一線地絡の系統図及び等価回路 構内系統での一線地絡につい

て,系統図とその等価回路を示す｡

注:-･--10A接地系の場合
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図7 地絡故障時の零相電圧(3.3kV50Hz) 非接地系統の場合は対

地容量の影響が大きく,接地系ではその影響は無視できる｡

4.1地絡事故時の異常電圧(2)

図6に構内系統図と一線地絡時の宥和等価回路を示す｡

線地絡時の健全相電圧,例えばb相電圧は,

Ⅴ占=
(α2-1)z｡＋(α2-α)z2

Zo＋Zl十Z2
Eα (5)

故障時の過渡計算はZl=Z2=吉山エと考え,Z｡は図6より

Zo=
3月g-ノ9`りC5月〃

1十9(〟2cs2Re2
(6)

(5)式の分母Zo＋Zl＋Z2の最小値が共振点であり,一般受変

電設備の電源インピーダンスでは,エ,Cs,月〟での共振現象

は発生しない範囲である｡
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表2 保護方式の比較(3.3kV系)構内系統の代表的地絡保護方式の特

徴を要約Lた｡

非 接地系 10～15Aj妾地系 100A接 地系

選択地絡保護
選択地絡継電器

lGF-C2-BlOr

SHGF-8R

同 左 過電三充地籍継電器
適 用 リ レ

ー

lGF-C3-B8 10-L-Bl

充電電流の影響
あり

感度の低下
な L な し

GPT多点設置
影響あり

感度の低下
な し な L

広土或構内

母線地緒保護

表示緑地緒保護

適用困難
適用困難 適用可

経 済 性 第 l 第 2 第 3

主 な 用 途l 一姫需要家 広i或構内 広土或プラント構内

4.2 地織保護方式からの検討

図6の等価回路より,一線地絡時に保護継電器人力となる

帆'の値は,次式で示される｡

帆′=帆/1＋月g/月〟＋ノ3(〟C月g……‥‥‥･･=‥…(7)

(7)式の計算結果を対地容量及び地給紙抗を変数として示し

たのが図7である｡非接地系では,対地容量による影響が大

きく,接地系とすればこれらの影響は無視できる｡

二のように帆′は対地容量により低下するが,故障点への充

電電流は保護継電器動作分とLて作用する｡

特に充電電流の影響が大きい非接地系では,ケーブル対地

容量による検出感度の変動分を確認し,場伽二よっては静JL

形の高感度形継電方式とする必要がある｡

10A,15A抵抗接地系は,次の場合に特に有効と思われる｡

(1)ヶ【ブルの各相対地容量にアンバランスがあr),常時零

和残留電が大きい場合

(2)保護機が電動機などで起動電流による零相変流器残留電

流による誤動作防止(起動中の他回線地絡時)

(3)構内系統の構成上接地形計器用変圧器の多重設置が必要

な系統

(4)非接地系より更に高信頼度を求める場でナ

100A接地系では,高速度区間保護の表示線保護方式,母線

保護方式の適用が可能となり,高度の保護方式システムとす

ることができる｡表2に保護方式を要約して示す｡

■l 結 富

選択しゃ断装置は,既に昭和電工株式会社鶴崎共同動力会

社,日本鉱業株式会社水島鉱業所,及び日立セメント株式会

社日立工場などに納入され,それぞれ好調に運転されている｡

本稿では受変電設備の保護方式について,その基本的考え方

を中心に記述したが,実務上の適用に当たっては定量的な確

認を行なうことが必要である｡これが受変電設備における事

故極限化と信栢度向上につながるものとなろう｡

他に地絡時に20kV,60kVよりの移行や,絶縁協調の問題が

挙げられるが,この問題については今後更に検討を進めたい｡
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